
はじめに

　近年，子どもや若者の抱えている生活の困難さや，
問題の実態が「貧困」として明らかにされることが
増えてきている。子どもの貧困率は１９８５年の１０.５％
から２００９年には１５.７％へと上昇しており，６人に１
人の子どもが貧困状態であることが明らかにされた
（阿部， ２００８； 松本， ２００８など）。さらに，経済的な困
窮状態に加えて，虐待や家庭内暴力，いじめや不登

校などの問題も深刻化している。そして，乳幼児期
や学童期の課題が思春期や青年期にも影響し，生活
上の困難さを経験する者が多い。働けど働けど不安
定な就労により生活が困難な「ワーキングプア」，
家賃を払えない，保証人が見つからないためにネッ
トカフェなどに寝泊まりする「ネットカフェ難民」，
社会との関係を断ち，長く自宅や自室に閉じこもる
「ひきこもり」など，困難に直面している若者は多
い。しかし，そのような困難に直面する若者に対し
て，「努力が足りなかった」や「我慢ができない」と
いったような若者バッシングや，その要因を個人に
帰す自己責任論はいまだに強くある。若者を取り巻
く生活の困難は，これまで日本社会が向き合ってこ
なかった諸課題が表出した形であり，まさに社会問
題としてとらえなければならない。
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韓日における子ども・若者の生活困難状態に関する基礎的研究
─ 「家出」問題に対する韓国の青少年政策に注目して─

岡部　茜ⅰ，林　徳栄ⅱ，深谷　弘和ⅰ，丸山　里美ⅲ，山本　耕平ⅳ

　本稿は，韓日における子ども・若者への支援の仕組みに関して論じるものである。近年日本においては，
子ども・若者の生活の困難さが深刻な問題となっている。韓国も日本と同様であり，両国には多くの共通
点がある。本稿では，生活困難状態にある子ども・若者のなかでも特に家出する若者に焦点を当て，韓日
における彼らの生活困難の背景および若者支援の仕組みについて比較検討を行った。第一に，家出の若者
の背景について，両国の家庭，雇用，教育の三つの点から検討した。そこでは両国で家族形態や高い若年
失業率，教育における競争の厳しさという点で類似しているものの，韓国の若者の方がより過酷な状況に
置かれていることが推察された。第二に，韓国における「青少年福祉支援法」（２００５～）とその法による支
援に言及した。日本においても「子ども・若者育成支援推進法」が子ども・若者を支援する法律として存
在するが，本法は具体的な支援をほとんど規定していない。これらの比較から，韓国における若者支援の
仕組みやそれについての議論から学ぶ必要性があると提案する。韓国での取り組みは，日本における子ど
も・若者支援政策および実践，議論の再検討を助けてくれるだろう。
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　立命館大学大学院社会学研究科での３年間のプロ
ジェクト研究（先進プロジェクト研究SG）では，こ
れまで上記のような若者の実態を，韓国との比較の
中でとらえてきた。それは，韓国でも，１９９７年に生
じたIMF危機以降，若者の失業率が上昇し，また過
酷な学歴競争や教育機会の不平等などの教育課題，
虐待など家族の問題など，日本の子ども・若者が直
面している問題と共通した課題があると考えてきた
ためである。
　しかし韓国と日本の子ども・若者が直面している
問題には，相違点もある。特に重要な点として，韓
国では，日本に比べて若者の家出の問題が社会問題
として認識されているということがある。日本でも，
ホームレスの若者が増えてきているとの指摘はある
が，それを「家出」としてとらえるという視点は薄
い。さらに韓国では，従来からある児童福祉にくわ
えて，９歳から２４歳の若者を「青少年」として政策
の対象としている。その結果，生活困難状態にある
若者，なかでも安定した居住場所を持たない若者を
対象とした支援は，韓国では日本に比べて手厚いよ
うに思われる。
　以上をふまえて，本稿では，韓国が社会問題とし
て可視化してきた家出問題を踏まえ，日本の子ど
も・若者の実態について検討を加えることとする。
また，韓日における若者の生活困難の実態について，
先行研究を踏まえ，改めて整理するとともに，韓国
が実施している青少年政策がいかなるものであるか
を明らかにする。

１．韓日の子ども・若者の状況 
─「家出」に注目して

　先行研究や政策・事業について見ていく前に，両
国における子ども・若者の状況について，「家出」
に焦点を当て確認しておきたい。
　韓国では，家出について法律による定義はなされ
ていない。また家出青少年の正確な規模を把握した
公式統計もない。そのため警察庁の１８歳未満の失踪

児童統計と女性家族部による青少年の生涯家出経験
率を用いた規模推定値が活用されている（キム・ジ
ヨン／ジョン・ソヨン， ２０１４： ３）。警察庁の資料に
よると，２０１４年現在の失踪申告件数は，２１,５９１件で
ある（警察庁， ２０１５）１）。また，女性家族部は，「家
出」を「親または保護者の同意なく２４時間以上帰宅
しない」ことと定義し，調査時までの家出経験有無
を根拠に「特殊青少年」と「一般青少年」に分け家
出率を求めている。「特殊青少年」とは，家出・学
校不適応・非行経験のある者であり，「一般青少年」
とは，それらの経験がないものである。２０１４年の調
査では，「特殊集団」の６９.３％，「一般集団」の１１.０％
が，一回以上の家出経験があると報告された（統計
庁ホームページ資料）。具体的な推移は表１，表２
の通りである。
　近年の韓国における青少年家出の特徴は，低年齢
化，長期化，常習化していることだ，と要約できる
（警察庁， ２０１２）。さらに家出した青少年は多様な支
援ニーズをもつ社会的弱者としても現れている。ま
た，家出した後の若者たちが集まって暮らす「家出
ファム」（家出とfamilyのfamを合わせてつくられ
た造語），親の許可を得た「家出ファム」を指す「独
立ファム」，インターネットを通じて一時的に同居
する「オンライン・ファム」，家出した状況で学校
に通う「家出学生」，そして居住脆弱階層を含めた
「野宿青少年」等，家出の原因と形態により新たな
現象が発生し，またその現象についての造語がつく
られ，家出をめぐる青少年の状況も非常に多様化し
ている。（キム・ジヨン／ジョン・ソヨン， ２０１４： ３）。
　また，２０１１年の調査によると，２９歳以下の青年は，
路上生活者の３.７％，ホームレス・シェルター利用
者の２５％，ネットカフェやサウナといった住居では
ないところで生活する人々の５％を占めていると報
告された（ソ・ジョンギュン／キム・ジュンヒ／パ
ク・ヒョヨンほか， ２０１１）。
　一方，日本における家出の実態は，十分ではない
ものの，警察庁による少年の補導及び保護の概況で
ある程度の把握ができる。「平成２６年中における少
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年の補導及び保護の概況」では，２０歳未満を対象と
した家出少年の発見・保護人員は表３のような推移
を見せている。
　日本の家出総数は，ここ１０年ほどの間，小さな増
減を繰り返しつつも横ばいで推移している。しかし，
２０歳未満人口が減少傾向にあることから考えれば，
２０歳未満人口における家出少年の発見・保護人員の
割合は，決して減少してはおらず，むしろ緩やかに
増加していると言えるだろう。「平成２６年中におけ
る少年の補導及び保護の概況」によれば，学職別で
みると中学生と高校生の合計が総数の７割近くを占
めており，男女の割合では２００９年以降，男性の割合
が女性の割合を上回っている。
　家出した若者たちは，心身の危機状態に置かれて
いることがある。さらに，家出し，住む場所もなく
経済的に困窮する若者の一部が，違法性の高い性産
業に巻き込まれていることも報告されている（仁
藤， ２０１４； 鈴木， ２００８）。そのような報告では，家出
した若者の生活困難状況やその背景と関わって，そ

の者が生きていく上で必要な人との「関係性の貧
困」が指摘され（仁藤， 前掲書），家に居づらい若者
にとって，現行の社会福祉制度が利用しやすいもの
でないこと，そして社会福祉の充実が一層求められ
ることなどが指摘されている（仁藤；鈴木， 前掲書）。
　現在の社会福祉研究においては，貧困状態の背景
や要因として「家出」が取りあげられることはあっ
ても，家出そのものに着目して研究しようとするも
のはない。しかし，上記の表からも日本において家
出者数の減少は見られず，また近年，「ネットカフ
ェ難民」「最貧困女子」「難民高校生」として報告さ
れる若者の事例には，少なくない割合で家出状態に
ある事例を読み取ることができる。さらに，ホーム
レス支援の現場から若年のホームレスが増加してい
ることも報告されており，今日の日本社会において，
そうした若者を対象とした取組を分析し，彼らの社
会的な支援を充実させることが重要な課題であると
思われる。
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表１．　失踪児童統計 （単位：人）

２０１４２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６年

２１,５９１２３,０８９２７,２９５２８,０９９
１０,８２９９,２４０９,４７０８,６０２７,０６４１４歳未満

１９,４４５１５,１１８１５,３３７１２,２４０９,３９０１４～１９歳

２１,５９１２３,０８９２７,２９５２８,０９９３０,２７４２４,３５８２４,８０７２０,８４２１６,４５４１９歳未満の総計

（警察庁（韓国），各年度「失踪児童・家出人申告及び処理現況」より筆者作成）

表２．　生涯家出経験率 （単位：％）

２０１４２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５年

１１.０１２.２１０.２１３.７１１.６１２.８１２.１１０.９９.９一般集団

６９.３７２.８－７３.０７２.６７３.８５９.２６７.１６７.９特殊集団

（統計庁（韓国）ホームページ，各年度「青少年家出実態」より筆者作成）
注：２０１０年調査までは一般青少年と特殊集団（非行，家出，学校不適応を経験した青少年）が調

査されているが，２０１１年調査では一般青少年のみ調査が行われた。また，２０１２年からは隔年
で調査が実施されているため，２０１３年は調査が実施されていない。

表３．　家出少年の発見・保護人員の推移 （単位：人）

２０１４２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６２００５年

１６,７６６１８,８３２１６,７０８１５,９１７１６,５０２１６,７６６１６,９０６１７,５４９１６,９８９１６,６３０人員数

（警察庁（日本）「平成２６年中における少年の補導及び保護の概況」より筆者作成）



２．韓日における子ども・若者が抱える困難の
背景

　それでは，まず韓国と日本の両国の子ども・若者
たちが，いかなる背景のもとで生きることが困難に
なっているのかを韓日比較の先行研究を踏まえつつ，
整理していく。その整理は，①労働，②教育，③家
族の大きく３点に分けて行なっていく。

（１）労働にみる背景
　日本では，バブル経済の崩壊以後，「失われた２０
年」と呼ばれる経済不況に陥り，そのしわ寄せが若
者に押し寄せたことが指摘されてきた（宮本， 
２０１２）。韓国でも，１９９７年末のIMF危機の影響によ
り，労働市場における若者は厳しい位置に立たされ
た（金， ２０１１a）。両国において，その現状は今なお
続いている。その現状を失業率，非正規雇用率，雇
用政策の３点から確認していくこととする。
　まず失業率をみてみたい。２０００年以降の韓日の失
業率の推移を示したのが，図１である。韓日ともに
全体の失業率に対して，１５歳から３４歳までの若者の

失業率が上回っていることが確認できる。日本では，
２００８年のリーマンショックに伴って，失業率が大き
く変動しているが，その影響は若年層に大きく出て
いることがわかる。全体では，４.２％から５.３％への
変化であるのに対して，１５～２４歳では，７.２％から
９.１％へ，２５～２４歳でも，５.３％から６.４％への変化が
ある。韓国では，１５歳から２４歳の失業率が２００３年以
降高止まりしており，近年ではさらに上昇しつつあ
ることがわかる。失業率の変化からは，韓日ともに
経済の変動が若者の雇用に大きく影響していること
がわかる。
　上村（２０１１）は，相対的若年失業率（３０～５９歳の
失業率に対する２０～２９歳の失業率の比率）から韓日
の比較を行なっている。それによれば韓国と日本の
相対的若年失業率には大差があり，日本は一貫して
低く安定しているのに対して，韓国は高く，大きく
揺れ動いていることを明らかにしている。彼はそこ
から，韓国は日本以上に急速な社会変化を経験して
おり，その社会経済的要因が若者の労働に大きく影
響を与えていることを指摘している。
　次に，非正規雇用の実態からみていくが，韓国と
日本では，非正規雇用の定義や分類基準が異なるた
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（OECD.Statより筆者が作成）
図１　韓日の失業率の推移 （単位：％）



め，統一的なデータによって比較を行うことはでき
ない２）。しかし，韓国と日本の両国で非正規雇用率
は増加しており，日本で全体に占める非正規雇用労
働者の割合は，１９９０年の１９.１％から，２０１４年には
３７.４％に上昇している（厚生労働省「非正規雇用の
現状と課題」）。この上昇の背景には，日本の雇用慣
行の変化の他にも６５歳以上の高齢者の割合の増加が
あるが，それでも全非正規雇用労働者のうち１５～２４
歳は１１.８％，１５～３４歳で１５.４％と３割近くが若年層
で占められている。なかでも「不本意非正規」と呼
ばれる「正社員として働く機会がなく，非正規雇用
で働いている者」は，全非正規雇用労働者の１８.１％
であるが，その「不本意非正規」の４３.５％が１５歳か
ら３４歳までの若者であることが明らかになっている。
韓国の非正規雇用労働者の割合は，２００２年に５６.６％
でピークとなり，現在も５０％台で推移している（キ
ム， ２００７＝２００８）。
　金（２０１１b）は，韓日の若者の非正規雇用の増加
について，単にそれ自体が問題ではなく，より重要
なのは賃金の問題であることを指摘している。韓国
と日本の非正規雇用による賃金水準は，正規雇用の
５～６割程度しかない。その結果，日本でもワーキ
ングプア，またはその極端なケースとして「ネット
カフェ難民」が社会問題化した。韓国でも２００７年に
若年層の失業や不安定雇用の問題を取り上げた『８８
万ウォン世代』をきっかけとして，若者の雇用問題
が注目された。
　最後にこのような若者の雇用問題に対する政策対
応を韓国と日本で比較しておく。結論的には，両国
ともに「ウェルフェアからワークフェアへ」という
新自由主義的な福祉国家再編の一環としての政策を
とっているといえる。日本では，２００３年にフリータ
ーやニートに対する対策として「若者自立・挑戦プ
ラン」が立てられ，若年層の雇用政策が本格化し，
その後，２００６年に「フリーター２５万人常用化プラ
ン」や２００８年からは全国で「若者自立塾」や「地域
若者サポートステーション」が設置されるなど，雇
用へ向けた職業訓練を主とする政策が展開された。

韓国でも同様に１９９７年のIMF危機以降に，１９９８年の
「高学歴未就業者対策」や２００１年の「青少年失業総
合対策」などの雇用政策が推進されるようになった。
　金（前掲書）は，「雇用を重視する考え方それ自体
は悪いことではないが，今日の状況からする限り，
そのワークフェア政策にはそもそもの困難があるよ
うに思われる。というのは，上述したようにワーク
フェア政策の興隆の背景には，経済情勢や雇用状況
の悪化があるが，ワークフェア政策の推進は，若者
の失業・貧困問題をその悪化した雇用の側に投げ返
すことになるからである」（金， ２０１１b： １１０）とし，
韓国と日本でのワークフェア政策にも限界があるこ
とを指摘する。
　韓国と日本の若者の雇用問題は，自己責任の認識
に基づいた労働強調政策が展開され，雇用問題が失
業率や非正規雇用率の高さといった社会環境要因か
ら生じる貧困の問題としては認識されていないこと
が政策上からはうかがい知れる。例えば，木下
（２００７）は，生活保護受給者の総数のうち，２０～２９歳
の受給者が約３％程度であることを指摘している。
韓日ともに深刻化する若年層の雇用問題であるが，
雇用問題に伴う生活の困難さを踏まえた政策展開が
求められるといえるだろう。

（２）教育にみる背景
　教育分野における韓日の共通点としては，OECD
諸国のなかでは両国とも高等教育への進学率が高く，
学歴社会であり，学歴競争が激しいこと，そして高
等教育の学費は高額であり，なおかつ学生支援制度
が整備されていない（ほとんどが貸与型の奨学金で
あり卒業後の負担が大きい）ために個人の負担が大
きく，出身家庭の経済力が学歴に大きく影響するこ
とが挙げられる。ただし，日本に比べ韓国では，学
校教育の初期の段階でほぼ普遍的にどのような背景
を持つ学生も高い教育達成に向けて一元的に方向づ
けられることが指摘されており（中村他， ２００２），そ
れに伴い学歴競争はより深刻であると考えられる。
　また，学歴社会であることや高等教育の学費が高
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いことなどは共通しつつも，両国の学生における学
校空間の認識には差異があることが報告されている。
日本の中高生は，学校を中心とした友人関係が濃密
であり，学校や地域に限定された閉鎖的ネットワー
クを持っているのに対し，韓国の中高生は，学校内
外での役割の区分が明確であり，学校外やメディア
を介した拡散的ネットワークを持っている傾向にあ
る（阪井， ２０１３）。韓国社会は日本に比べ，インター
ネットの環境が整っており，そういった基盤も韓国
の学生の学校生活や友人関係に影響を与えていると
考えられる。また，韓国の親は子どもの成績に関心
を示し，日本の親は「友人関係」に関心を示すとい
った差異も指摘されている（阪井， 前掲書）。
　このように，教育システムや学校空間に関する先
行研究を見ていくと，韓国では日本以上に学校生活
において強い学歴競争のプレッシャーがあることが
うかがえる。このような学校生活の中で，学校生活
が苦しくなった学生たちはどのようにその苦しさを
表出しているのだろうか。不登校に関しては，両国
における定義の違いに加え，韓国で正確な調査デー
タが公開されておらず比較が難しいため３），ここで
は中途退学者（韓国では「学業中断者」として調査
された統計）のデータを確認しておくこととする。
高校生での中途退学者の割合は，韓国で約１.６５％，
日本で１.５％であり大きな差異はない４）。ただし，
韓国においては小学校，中学校時点での中途退学者
がそれぞれ，小学校１５,９０８人（全体２,７２８,５０９人），中
学校１４,２７８人（全体１,７１７,９１１人）と報告されてい
る５）。
　また韓国では，男性に兵役義務が課せられている
が，２０１１年から中学校を卒業しないものは免除にな
っており，不登校や中途退学は兵役の資格を得られ
なくなることにもつながる。兵役を経たことは，韓
国社会での結婚や就職，それ以外の生活においても
重要な要素となるため，日本では不登校や中途退学
の問題が低学歴ということから就職などの不利につ
ながるが，韓国では不登校や中途退学の問題は単に
低い学歴となることだけでなく，兵役に参加できな

いという点からも大きく社会的に不利な状況に立た
されるということを意味する。
　ただし韓国では，既存の学校制度をドロップアウ
トした学生の受け皿として，１９９８年，初・中等教育
法施行令により特性化高校（代案学校）が認可され
ている６）。特性化学校として認可されるようになっ
た代案学校は，受験中心の教育への疑問や教育の不
平等など学校教育が持つ矛盾に対する問題意識を土
台とする教育実践の流れを汲んで，１９９０年代頃より
韓国で取り組まれてきた取り組みである（橋元 
２０１２）。日本でも，同様にオルタナティブな教育実
践が取り組まれてきたが，高校として法律により認
められてはいない。日本と比較して，オルタナティ
ブ教育の取り組みが特性化高校として法律の枠組み
で認定されていることの意味は大きいだろう７）。

（３）家族にみる背景
　家族に関する韓日の共通点としては，若年者の親
との同居率の高さや，労働市場の変容により男性が
仕事をして女性が家事や育児をするといった男性稼
ぎ手モデルの維持の難しさがある一方，性別役割分
業意識が根強く残っていること，さらにそういった
要因が複雑に絡み合って生じている晩婚化，出生率
の低さなどがある。また，両国とも児童虐待の件数
は近年，急激に増加している８）。以下で，韓日の世
帯構成や親子関係による葛藤について確認しておき
たい。
　まず，両国の世帯構成について見てみることとす
る。韓日両国とも未婚の若年者は親との同居率が高
いものの，韓日それぞれの世帯構成の違いに注目す
るとどのようなことが見えてくるだろうか。EASS 
２００６の調査結果によると，日本の分析対象者１,７５６
人に占める「単身」世帯の人々の割合は６.７％である
のに比べ，韓国の分析対象者１,４３０人に占める「単
身」世帯の人々の割合は１２.１％と二倍ほど高い数値
を示している。これをさらに年代別でみると，２０代，
３０代ともに韓国は日本に比べ「単身」の割合が相対
的に高く，「未婚・親やきょうだいなどと同居」や
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「既婚・親と同居」が低くなっていることが確認で
きる（岩井・保田， ２００９）。
　また，樋口によっても２０～３４歳の未婚者の親との
同居率が分析されている。彼によれば，日本では年
齢が３０歳を超えても同居率は高水準を維持しながら
推移することに比べ，韓国では２０歳あたりから年齢
とともに同居率が徐々に下がる傾向にある（樋口， 
２０１１）。さらに，樋口は親との同居率と，就業形態
との関係についても分析を加えており，日本では親
と同居することが非正規雇用と無業の，韓国では無
業の緩衝材になっている可能性があることを指摘し
ている（樋口， 前掲書）。家族との同居が，若者の貧
困を潜在化させることから考えれば，この韓国での
「単身」世帯率の相対的な高さは，日本よりも若者
の貧困が可視化されやすい環境を作っているとみる
こともできるのではないだろうか。
　家族のあり方としては，両国とも共通して少子化
や晩婚化の特徴を有している。家族制度としては韓
日両国とも，これまで男性が一家の稼ぎ手となり，
女性が家事を行うという性別役割分業を基本として
きた。両国ともに１９９０年代以降，労働市場が不安定
化し，男性一人の労働では一家の家計を支えること
は難しくなっており，加えて性別役割分業への批判
もなされてきたものの，依然として性別役割分業が
制度面でも，文化面でも根強く残っている。韓国で
は，特に１９９７年のIMF危機以降，男性の稼ぎ手とし
ての立場が不安定化した。これにより女性の経済的
役割と寄与が強調されたが，その一方で家族内のジ
ェンダー平等や民主的な家事分担は停滞しているた
めに女性たちが取りうる選択肢は多くは存在せず，
結婚の時期を遅らせる，あるいは出産計画を調整す
る，キャリアと経済的独立のために結婚しない選択
をするといったことが生じた（金， ２０１４）。
　日本の若者の直面している苦しさをめぐっては，
親が身につけてきた価値観や子どもに対する親の期
待が子どもの不安や自己否定に関係していることが
指摘されてきた（山本， ２０１３）。韓国の親子関係と
自立への葛藤について，男性と女性とを分けて分析

した先行研究では，労働市場の変化による経済的自
立の困難化や女性の社会進出といった社会的変化と
親の子に対する期待のズレが若者の葛藤を生んでい
ることが指摘されている（尹， ２００９）。

（４）韓日に共通する子ども・若者が抱える生活困難
　ここまで，韓日における若者の生活上の困難につ
いて，①労働，②教育，③家族の３点から整理をお
こなってきた。韓国と日本で若者の置かれている環
境において，それぞれに異なる点がありながらも，
共通点があることも確認してきた。
　これらの点に加えて韓国と日本の若者の生活困難
を考える上で，押さえておかなければならないのは
自殺の問題である。韓国と日本はOECD諸国のな
かでも自殺者数が多いことで知られている。日本で
は２０１４年に策定された「自殺総合対策大綱」のなか
で，若年層への取り組みの必要性・重要性が指摘さ
れている。また韓国でも，日本と同様に２０代の死亡
理由の第１位が「自殺」であり，社会問題として認
識されている。
　韓国と日本において若者が直面している生活困難
の背景を整理すると，どちらも社会経済的な影響を
強くうけ，生活困難状態に陥っていることがわかる。
そのなかで，生活困難に直面する若者に対してはど
のような社会福祉的な支援が展開されているのだろ
うか。次節からは，韓国と日本における子ども・若
者の生活上の困難状態に対する政策の違いを整理し
ていくこととする。

３．子ども・若者の貧困状態に対する韓日の 
政策の違い

　本章では，韓日の児童福祉法に見る対象および施
設の定員・現員数を確認し，韓日における児童福祉
の現状が大きく異なってはいないことを確認したの
ち，韓国における青少年福祉政策とその下での取り
組みについて言及していく。
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（１）韓日の児童福祉法に見る対象及び施設の比較
　生活上の困難さに直面している子ども・若者に対
する韓日両国の政策の違いを見る際に，まずは両国
の児童福祉法では，どのような対象や施設の規定が
あるのかを確認しておきたい。

①韓日の法律の条文
　まず，韓国の児童福祉法９）では，第１条で「この
法律は，児童が健康に出生して幸福で安全に育つよ
うにその福祉を保障することを目的とする」と目的
を規定し，第３条で用語の定義をしている。韓国の
児童福祉法において，「児童（아동）」とは，「１８歳未
満の者」であり（１項），「保護を必要とする児童
（보호를 필요로 하는 아동）」とは，「保護者がなく，
又は保護者から離脱した児童，又は保護者が児童を
虐待する場合等その保護者が児童を養育するのが不
適当であり，又は養育する能力がない場合の児童」
（４項）と規定されている。また，「支援対象児童
（지원대상아동）」があり，「調和的で健康的に成長
するに必要な基礎的な条件が整えられておらず社会
的・経済的・情緒的支援が必要な児童」としている
（５項）。
　一方，日本の児童福祉法では，第４条で「児童」
を「満１８歳に満たない者」，「要保護児童」を「保護
者のない児童又は保護者に監護させることが不適当
であると認められる児童」（第６条の８項）として
いる。
　両国とも，基本的には１８歳を対象規定の区切りと
しつつも，一部の施設では，必要な場合は１８歳以降
の支援を行うことが定められている。

②韓日の類似する施設
　両国の児童福祉法で規定されている施設は類似し
ており，主な施設としては，保護者のない児童や保
護者が養育することが現状適切でない場合等，養護
を要する児童を養護する入所施設として，韓国では
「児童養育施設（아동양육시설）」，日本では「児童養
護施設」があり，社会的養護の施設を出た後の若者

など，家庭で生活することが難しく安定した社会生
活をおこないづらい若者の就労や生活の支援をする
施設として，韓国では「自立支援施設（자립지원시
설）」，日本では「自立援助ホーム」１０）がある。また，
日本では不良行為をなす，またはなすおそれのある
児童や家庭環境その他の環境上の理由によって何ら
かの生活上の困難さを抱える児童を支援する施設と
して「児童自立支援施設」，情緒の現れ方が激しい，
あるいは自分ではうまくコントロールすることが難
しいなどで，生活上の困難さを抱える児童の支援施
設として「情緒短期支援施設」があるが，韓国では
犯罪傾向にある者も，情緒上の困難さをもつ者も
「児童保護治療施設（아동보호치료시설）」が支援機
関として定められている１１）。
　両国それぞれの児童福祉施設の定員と現員を，１８
歳以下の人口比で算出すると表４のようになる。
　両国の児童福祉法の条文と施設について見てきた
が，基本的にはどちらも類似した法整備となってお
り，施設も同じように配備されているように思われ
る。表４で示す通り，１８歳未満人口に占める施設の
定員の割合を確認しても，韓日で大きな差はないよ
うである。

（２）韓国の青少年政策
　韓国の児童福祉法と日本の児童福祉法とを並べて
見てみると，両国の法律は似た形を取っており，韓
国の方で大きく欠けて見える部分はないようである。
しかし，日本とは異なり，韓国には児童福祉法とは
別に，青少年福祉支援法が存在し，この法律に基づ
く事業が児童福祉法に基づく事業とはまた別に展開
されている。本節ではこれらの韓国における青少年
福祉の法とその事業について言及する。

①韓日の青少年政策１３）

　韓国の青少年政策は，大きく二つの法律が柱にな
っている。その法律の性格により区分すると次のよ
うになる。
　１つ目は，青少年基本法である。青少年基本法は
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１９９１年に制定，１９９３年から施行されて今日に至る。
また，この基本法を土台に，青少年福祉支援法と青
少年活動振興法がある。青少年基本法は，青少年の
権利及び責任と，家庭・社会・国家・自治体の青少
年に対する責任を定め，青少年政策に関する基本的
な事項を規定することを目的としている（青少年基
本法第１条）。
　青少年福祉支援法は２００５年から施行されている。
本法は，青少年基本法の目的を実現するための法律
であり，青少年福祉の増進に関する事項を定めるこ
とを目的としている（青少年福祉支援法第１条）。
　また，青少年活動振興法も２００４年に制定され，青
少年福祉支援法と同様に翌年２００５年から施行された。
目的は，多様な青少年活動を積極的に振興させるた
めの必要な事項を定めることであり（青少年活動振
興法第１条），青少年活動施設や青少年修練活動に
必要な条項などが規定されている。
　さらに，「学校外の青少年支援に関する法律」
（２０１４年制定・２０１５年施行）があり，この法律では
小中高において長期間にわたり欠席した青少年や除
籍される，あるいは退学した青少年，進学していな

い青少年を対象にしている。これらの法律の主な目
的は青少年に対する「支援」であり，対象になる青
少年の年齢は，いずれの法律も９歳以上，２４歳以下
となっている。
　２つ目が，青少年保護法である。この法律は１９９７
年に制定・施行されたが，「青少年に有害な媒体物
と薬物等が青少年に流通することや青少年が有害な
ところに立ち入りすること等を規制し，青少年を有
害な環境から保護・救済することで，青少年が健全
な人格をもつ人に成長できるようする」ことを目的
としている（第１条）。青少年保護法は，目的から
も分かるように，青少年の支援より「有害環境から
保護」することを目的としており，対象となる青少
年を１９歳未満と規定している（第２条の１項）。そ
のほか，青少年に関する法律として，「児童・青少
年の性保護に関する法律」（２０００年に制定・施行さ
れた「青少年の性保護に関する法律」が２０１１年に全
面改正）がある。
　以上，韓国の青少年政策は，その目的が「保護」
か「支援」かによって区分され，対象にする青少年
の年齢も異なる。本稿では，主に「支援」を目的と
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表４　韓日の児童福祉施設定員・現員

日本韓国

定員の対１８歳未満
人口比（‰）

（１８歳未満人口：
１９,９６６,０００人）

現員
（人）

定員
（人）

施設
（箇所）

定員の対１８歳未満
人口比（‰）

（１８歳未満人口：
９,６７８,２７７人）

現員
（人）

定員
（人）

施設
（箇所）

１.９０２８,８３１３４,０４４５９５児童養護施設２.０５１４,０３８１９,８０６２４３児童養育施設

３,０６９３,８５７１３１乳児院

０.２８１,５４４３,８１５５８児童自立支援
施設

０.０６４８６６１１１１児童保護治療
施設

１,３１０１,７７９３８情緒障害児短
期治療施設

２.１７３４,７５４４３,４９５８２２計２.１１１４,５２４２０,４１７２５４計

（韓国の数値：施設は保健福祉部による『児童福祉施設現況』（２０１４），児童の数は韓国の統計庁のホームページのデータによるもの
で，２０１３年末を基準とした。
日本数値：２０１４年の厚生労働省「平成２６年度全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議資料」。２０１３年の１８未満人口は『日本の統計』
（２０１５）より。
定員の対１８歳人口比は小数点第３位を四捨五入している。）１２）



する「青少年基本法」と「青少年福祉支援法」で定
められている支援の在り方について述べるが，その
前に「児童福祉法」と青少年政策との関係について
の韓国での議論に触れておくこととする。両者は互
いに対象にする年齢やその問題が類似していること
から，二つの政策関係が問われきた。
　児童福祉政策と青少年政策とを統合しようとする
動きは，２００８年から政府により本格化されている。
２００８年１２月に政府の保健福祉部は，児童福祉政策と
青少年政策を統合する法律案を発議し，具体的には，
当時の児童福祉法と青少年基本法を統合するととも
に，関連したほかの法律の整備を行うことにしてい
た。法律案が発議された後，これをめぐる様々な議
論が起こったが，これに対して法律検討報告書１４）

は，「現在まで児童または青少年について，児童政
策では保護の対象に，青少年政策では育成の対象に
する現状があり」「その結果，統合に対して学界や
現場では否定的な認識が現れ，慎重な進め方が必要
である」としつつ，批判的な意見を次の三つに区分
した（保健福祉部 ２０１４： １０）。第一に嬰育児（６歳
未満の就学前の児童を意味，「嬰育児保育法」第２
条），教育等も含んだもっと広い観点からの統合が
必要であるとの意見，第二に青少年育成政策の本質
を毀損する恐れがあるという意見，第三に二つの政
策の歴史やアイデンティティ，専門性を認める必要
があり，まだ十分な検討が行われていないとの意見
が挙げられている。
　結論として２０１１年に政府は，「児童政策と青少年
政策の統合の必要性は認めるが，今後この問題に対
する推進方向を持続的に模索する」こととし（女性
家族委員会， ２０１１），児童政策と青少年政策の分離
を前提とした組織改編を行い，関連した法律案は全
部廃棄した。これによって，現在は，児童と青少年
政策は分離されたまま運用されており，政府の管轄
部署も，児童政策は保健福祉部，青少年政策は女性
家族部となっている。
　ここで家のない児童は，どの政策の対象になるべ
きかが問題となるが，それらの具体的な基準や方針

は，各々の施設や政策の方針により定められている。
法律や方針の具体的な詳細は後で述べるが，概念的
には保護すべき理由が確実に判定される場合は，児
童福祉法による施設へ，そうではないケースは青少
年福祉法による施設へと区分されていると考えられ
る。児童福祉法による支援の場合，その保護すべき
理由が「確実」であるために，大人になるまで支援
を持続的に行う必要があるとされる。これに対して，
青少年福祉法の支援は，「中間的」「臨時的」支援の
意味も持ち，支援の期間等制限がより厳しいが，施
設利用の基準は児童福祉法の施設より緩やかである。
この区分はあくまでも概念上のものであり，実際に
は現場の判断や対応によりどの法律の対象者になる
かが決められると思われる。
　このように韓国では青少年支援政策が整備されて
いる一方，日本では韓国の青少年福祉支援法のよう
な法制度は存在していない１５）。しいて挙げるとす
るならば，２０１０年に施行された子ども・若者育成支
援推進法を挙げることができるかもしれない１６）。
子ども・若者育成支援推進法は，子ども・若者の育
成支援について，その基本理念や，国及び地方公共
団体の責務並びに施策の基本となる事項を定めると
ともに，子ども・若者育成支援推進本部を設置する
こと等により，他の関係法律による施策と相まって，
総合的な子ども・若者育成支援のための施策を推進
することを目的とするものと規定され（子ども・若
者育成支援推進法第１条），子ども・若者が社会で
生活していくための支援の基本理念を定めた理念法
である。
　本法律で定められた主な事業は，子ども・若者支
援地域協議会と子ども・若者総合相談センターの設
置の二つであるが，これらはどちらも努力義務であ
り，予算補助もほぼついていない。設置数をみても
今はまだ全国に広がっているとは言えない。そのた
め，韓国の青少年福祉支援法のように，具体的な事
業を定めその予算を保障することは，今後の課題で
あると言えよう。ただし，日本の子ども・若者育成
支援推進法は，条文には明記されていないものの，
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内閣府の説明資料によると基本的に乳幼児から３０代
までを対象としており１７），韓国の青少年基本法や
青少年福祉支援法で規定される９歳から２４歳までと
いう対象範囲より広く，２０代後半や３０代の若者も対
象に含めている。ここから，韓国と日本の子ども・
若者への支援政策についてまとめると，表５のよう
に示すことができるだろう。

②韓国の青少年福祉支援法に規定される具体的な事
業
　本稿で注目する，生活が困難な状態にある青少年
に対する支援は，韓国では青少年福祉支援法に基づ
きおこなわれている。特に家出青少年をはじめとす
る，従来の児童福祉法による保護の対象（適切な養
育ができない環境に置かれている者）として認めら
れにくい，または従来の政策から零れ落ちた児童・
青少年の受け皿として，青少年福祉支援法の支援が
行われていると言える。法律では青少年福祉支援施
設の種類を，青少年シェルター，青少年自立支援館，
青少年治療リハビリセンターと定めており（青少年
福祉支援法第３１条），青少年自立支援館は青少年シ
ェルターを退所した青少年を，青少年治療リハビリ
センターは，学習・情緒・行動上の障害をもつ青少
年を対象にしている。
　青少年自立支援館や青少年治療リハビリセンター
に関する条項は，２０１２年に新たに設けられ，まだ本
格的にその事業が開始されていないため，ここでは，
青少年福祉支援法に基づいた支援のうち，現在中心
的な役割を果たしていると思われる青少年シェルタ

ーを中心に考察する。
　青少年シェルターとは，家出青少年が，家庭・学
校・社会に復帰して生活ができるよう，一定の期間
保護し，相談・居住・学業・自立等に関して支援す
る施設をいう（青少年福祉支援法第３１条第１号）。
女性家族部の『２０１５年度青少年青事業案内』では，
青少年シェルターの具体的な意味として，①家出青
少年に（対象）②一時的に（保護期間）③生活支援
及び保護（サービス）を通して④家庭・社会への復
帰（短期目標）を目指し⑤学業及び自立を支援する
ための（中長期目標）⑥青少年福祉施設（青少年施
設という類型）としている（女性家族部， ２０１５a： 
２７３）。
　ここで青少年の年齢は，「９歳以上２４歳以下のも
の」であるが，シェルター入所対象の選定の際には，
「１９歳未満の青少年」を優先し，入所対象は①９～
１９歳未満，②１９歳～２４歳の順位となっている（同ペ
ージ）。
　青少年シェルターは，１９９０年初頭から民間や宗教
団体を中心に運営されていたが，２００４年に青少年福
祉支援法が制定されることで，青少年シェルターの
法的な設置根拠が設けられた。現在は保護期間や利
用対象者，目的によって三つに区分されて運営され
ている。その詳細は表６の通りである。
　また，２０１４年の年末時点で，類型別シェルターと
利用者の数からみた青少年シェルターの現況は表７，
表８の通りである。
　これらの表からわかるように，青少年シェルター
の施設数や利用者数は，年々増加する傾向にある。
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表５．　韓日における子ども・若者への支援政策

日本韓国

児童＝１８歳未満
児童福祉法

児童＝１８歳未満
児童福祉法

児童

子ども・若者＝乳幼児から３０代
子ども・若者育成支援推進法
（※ただし，あくまでも理念法である。）

青少年＝９歳以上２４歳以下
青少年基本法
青少年福祉支援法
学校外の青少年支援に関する法律

若者
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表７．　年度別青少年シェルター運営現況 （単位：箇所）

２０１４２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７２００６年度

２２２１１３１０１０１０９９７一時シェルター

５０５０４９４８４９４７４２４５４３短期シェルター

３７３２３０２５２４２４２５２５２１中長期シェルター

１０９１０３９２８３８３８１７６７９７１計

（女性家族部，２０１５b： １４０）

表６．　韓国青少年シェルターの種類

中長期シェルター短期シェルター一時シェルター区分

３年以内の中長期保護
＊１回１年に限り延長可能（最長
４年）

３か月以内の短期保護
＊３か月２回に限り延長可能（最長９か
月）

２４時間～７日以内
一時保護

保護
期間

家出青少年家出青少年家出・路上徘徊・路上生活してい
る青少年

利用
対象

●心理・情緒相談支援
●社会復帰に向けた自立支援

●心理・情緒相談支援
●ケース管理を通した連携

一時保護及び路上相談支援（アウ
トリーチ）

核心
機能

●家庭への復帰が難しい場合や特
別な長期間の保護が必要な危機青
少年を対象に学業・自立支援等特
化したサービスの提供
＊低年齢青少年（１３歳以下）は児
童福祉施設，児童保護専門機関等
に連携することを勧奨。

●家出青少年の問題解決のための相談・治
療および予防活動
●衣食住，医療等保護サービスの提供
●一時・中長期青少年シェルターとの連携
●家庭及び社会復帰青少年を分類し，連携
サービス
＊低年齢青少年（１３歳未満）は児童福祉施
設や児童保護専門機関等に連携することを
勧奨

●危機介入相談，進路指導，適性
検査等相談サービス提供
●家出青少年への早期救助・発
見，短期青少年シェルターとの連
携
●食べ物，飲み物等基本的なもの
を提供
●医療サービス支援及び連携

機能

住宅街主要都心●移動型（車両）
●固定型（青少年流動地域）

位置

自立支援保護，家庭及び社会への復帰家出予防，早期発見，初期介入及
び保護

志向
点

必ず男女シェルターを分離して運営すること宿所やトイレの場合，必ず男女分
離して運営すること

備考

（女性家族部，２０１５a： ２７４）

表８．　年度別青少年シェルター利用現況

２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８年度

８,１３７７,２８７６,２６２５,８７４４,６５１４,６３９予算（１００万ウォン）

１０３９２８３８３８１７６シェルターの数（箇所）

４５５,２１９４０５,２０４４００,５３３２６７,１１７２４５,６５３２３５,２０９利用人数（延べ）（人）

（女性家族部，２０１５b： １４１）



　シェルターの他にも，青少年相談福祉センターが，
２０１５年６月現在，全国的に２０８ヶ所開設・運営され
ている。そこでは主に，青少年と親に対する相談・
福祉支援，暴力・虐待等の被害を受けた青少年に対
して緊急救助や法律及び医療支援などが行われてい
る（青少年福祉支援法第２９条・同施行令第１４条によ
る）。特に青少年相談福祉センターが国から委託を
受けて運営する「青少年電話１３８８」（２００５年から開
始）は，２４時間３６５日利用可能で，相談窓口の役割を
果たし，年間４００,３１１件の相談を行っている（２０１４年
現在）。
　また，地域コミュニティで青少年と関連する社会
的資源をつなぎ，青少年個々人に合わせたサービス
提供を目的とする「地域社会青少年統合支援システ
ム」（CYS-NET: Community Youth Safety- Net）が
組織されている（青少年福祉支援法第９条及び同法
施行令第４条による）。学校，教育庁，労働関連行
政，医療機関，保健所，青少年シェルター，青少年
支援施設などが恒常的な連携を通じて危機青少年を
早期発見・保護することを目指して活動している。

（３）韓日における政策の比較からみえること
　韓日両国の法や法に基づく取り組みとして，特に
青少年シェルターを中心に見てきたことから整理す
ると，０歳から１８歳にかけては両国ともに，児童福
祉法によりカバーされており，内容も両国類似した
ものとなっているが，１８歳以降に関しては，韓国の
方が日本より手厚くなっていると言えそうである。
本節で見てきたように韓国では，青少年福祉支援法
が９歳から２４歳までを対象とし，青少年シェルター
や青少年相談福祉センターなど具体的な事業予算が
整備されている。これによって，日本では対象とな
りづらい若者への取り組みが国の制度として整えら
れている。
　ここで見てきた韓国の青少年福祉支援法の成立や
そこで法制化された取り組みは，法制化前から取り
組まれてきた地域における草の根的な事業が土台と
なっている。１９９０年代の社会状況と若者の生活への

課題認識から，家出問題を対象としたシェルターな
どの活動が地域に生まれ始め，そこを出発点として
徐々に法制化されてきた。また，このような取り組
みが法制化されることにより，それらの取り組みを
活用する若者たちへ調査活動が可能になり，さらに
韓国で生活する若者の生活困難の実態が明らかにな
っている。政策の展開が何らかの支えを必要とする
対象者を発見することに繋がったのである。
　このような韓国の法や取り組みを見ていくと，韓
国において「青少年」という対象が，「児童」とは別
に社会福祉政策の対象としてつくりあげられてきた
ことが一つの大きなポイントとなっているように思
われる。研究の領域でも，青少年福祉が児童福祉と
は別の枠組みで議論され，その取り組みや視点の固
有性について議論が深められている。
　一方，現代の日本で，韓国のように「青少年」と
いう対象が社会福祉の政策対象としてつくられ，個
別に具体的な事業の予算化されるということは生じ
ていない。しかし，今回見てきたように，韓国の青
少年福祉支援法に定められる事業の対象となりうる
ような若者，例えば家出青少年と呼ばれるような若
者は，日本にも少なくない数で存在していることが，
事件やルポルタージュから明らかになりつつある。
韓国の法制度やその法制度のもとで展開される事業
から考えるならば，家出した若者などが日本の制度
では対象とされないままに潜在化している問題が浮
かび上がってくるように思われる。また，両国の比
較は，若者の住まいの保障や危機介入など，日本の
制度の課題を検討するための手がかりを与えてくれ
るのではないだろうか。

おわりに

　ここまで述べてきたように，韓国と日本では，非
正規雇用の増大や家族関係の変化などを背景として，
若者が共通して生活上の困難さが深まっている実態
が見られた。こうした韓日の若者の置かれている状
況を，雇用，教育，家族の３点から検討していく限
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り，互いに共通点は多いものの，若年失業率の高さ
や，学歴社会の厳しさ，若年層でも親同居が少なく
単身者が多いという点などから，韓国の若者の方が，
日本と比べてより困難な状況に置かれていることが
推測される。もちろん，だからといって日本の若者
の置かれている状況を楽観的に見ることはできず，
また両国ともに，若者の生活困難状況が可視化され
つつあるものの，いまだ潜在化している人々が見過
ごされているだろうことは，常に念頭におく必要が
ある。
　困難に直面した若者を支援する制度は，児童福祉
については韓日で大きな違いはなかったが，韓国で
はそれに加えて１９９０年代以降，青少年福祉という領
域がつくられ，９歳から２４歳までの若者を別途支援
の対象にしてきたことがわかった。また，こうした
若者の問題の認識のされ方も韓国と日本では異なっ
ており，日本では主に若年ホームレスの増加や若者
の貧困としてらえられているのに対して，韓国では
若者の家出の問題としてとらえられていた。
　以上のことから，日本において，若年ホームレス
の増加や難民化という言葉で語られる若者の生活の
困難状況とそれに対する支援策を検討していく際に，
青少年福祉の領域が確立され，また家出が支援の対
象として認識されている韓国の実践から学ぶことは
少なくないと思われる。本稿では，それを検討する
ための予備的作業として，韓日の生活困難が深刻化
する若者の状況とその背景，そして韓日の若者支援
の法制化の違いを比較検討してきた。ただし本稿で
は，韓国の青少年支援の政策によってどの程度，若
者の生活困難が緩和されたかについては言及するこ
とができていない。そのため，韓国における青少年
支援の政策についての評価を含め，若者の生活困難
状態をとらえ，それを支援していく際に，韓国の取
り組みから何を学ぶことができるのかに関しては，
今後の検討課題としたい。

注
１） 警察庁（２０１５）より。韓国の警察庁は，大きく

「失踪児童等」「家出人」に区分し，「失踪児童等」
には「１８歳未満児童」「知的障害者」「認知症患者」，
「家出人」には「１８～６４歳未満」「６５歳以上」と分
けて集計している。その区分の意味については検
討が必要であるが，「失踪児童等」には自己判断
能力が低いとされるグループ，「家出人」には自
らの意思で「家出」した，つまり自己判断能力が
あるとされるグループと，いう認識が根拠にある
のではないかと考えられる。

２） 特に韓国は，政府側と労働組合側によって非正
規雇用労働者の定義は異なっている。政府側は正
規の臨時職や日雇い労働者を分けているのに対し
て，労働組合側は，これらも非正規雇用労働者に
含めている。

３） 正確な比較は難しいが，横田正雄（２００１）が韓
国に訪問して得た資料を用いて両国を対比し，①
日本は韓国より，義務教育年代の不登校が多いこ
と，②韓国は日本より高校の不登校（辞退生）が
多いことを指摘している。

４） 韓国は教育部による２０１４年の『教育統計年報』，
日本は文部科学省による２０１４年の『児童生徒の問
題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査』をそ
れぞれ参照した。

５） 韓国も日本と同様に，小学校と中学校への就学
は義務であり，「教育基本法」ではそれを国家の
義務として定めている（第８条第１項）。そのた
め，原則的に中途退学や学業中断は認められてい
ないが，その下位法律として「初中等教育法」で
は「就学義務の免除等」という条項があり（第１４
条），第１項で「疾病・発育状態等によるやむを
得ない事由で就学が不可能な義務教育対象者に対
しては，大統領令で定めるところにより，就学義
務を免除あるいは猶予することができる」として
いる。その義務教育の免除・猶予条項は，障害児
を学校に通わせない親が処罰されない法律的根拠
でもあったが，そのほか「特殊教育法」の規定を
含んだ歴史的流れについては，クァク（２０１２）が
詳しい。現在は，先進的教育の方法として広がっ
ているホームスクーリングとの関係でも議論され
ている。２０１４年の学業中断者の理由をみると，小
学校の猶予の場合，留学によるものが５,２７１人で
最も多く，疾病１９５人である。免除の場合，海外
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出国が８,００８人，長期欠席が４８６人，疾病が２８人と
なっている（教育部， ２０１４）。つまり現在，義務教
育における学業中断は，貧困や障害・疾病より，
海外留学による場合が多いといえる。

６） 初中等教育法施行令第７３条の３，高校の区分
（改正２０１１年１２月３０日）では，①一般高校（特定分
野ではなく多様な分野にわたって一般的教育を実
施する高校をいうが，第２号から第４号までの規
定による高校に該当しない高校をも含める。以下，
同様），②第９０条による特殊目的高校，③第９１条
による特性化高校，④自律高校（第９１条の３によ
る自律型私立高校及び第９１条の４による自律型公
立高校をいう）の四つの区分で定められている
［※本条の新設２０１０年６月２９日，第７６条の２から
移動（２０１５年９月１５日）］。「特殊目的高校（小中
等教育法施行令第９０条）」とは，科学人材の養成
のために科学系列の高校，外国語に堪能な人材養
成のための外国語系列の高校と国際専門人材養成
のための国際系列の高校，芸術人の養成のための
芸術系列の高校と体育人の要請のための体育系列
の高校，産業界の需要と直接連携された教育課程
を運営する高校であり（受験の難易度が非常に高
い），「特性化高校（小中等教育法施行令第９１条の
１）」とは，素質と適性及び能力が類似した学生
を対象に特定分野の人材養成を目的とする教育ま
たは自然現場実習等体験を主とする教育を専門的
に実施する高校である。特性化高校については，
代案学校と職業教育学校に区分する場合がある。
「自律高校（第９１条の３）」とは，教育課程を学校
が自律的に運営することができる学校である。

７） ただし，近年では，そのような代案学校にも，
偏差値の高い大学に進学しやすい学校，あるいは
芸術などの英才教育をする代案学校とそうではな
い代案学校との序列化が起こっているとも言われ
ている。

８） 韓国の保健福祉部の『全国児童虐待現況報告
書』と，日本の厚生労働省『福祉行政報告例』を
参照すると，２００６年から２０１４年にかけて両国とも
に２倍近く増加していることが確認できる。

９） 韓国の「児童福祉法」は，１９６１年に制定した
「児童福利法」が１９８１年に「児童福祉法」の名を変
え現在まで至っているが，多くの改正が行われて

きた。本稿で引用する条文は２０１５年３月２７日に改
正し，同年９月２８日から施行されている法律をも
とにする。

１０） ただし厳密には，「自立援助ホーム」は児童福
祉施設ではなく，「児童自立生活援助事業」とい
う事業として位置づけられている。

１１） 韓国の児童福祉法では児童保護治療施設として，
「ア．不良行為をしたか，不良行為をする恐れが
ある児童として保護者がいないまたは親権者や後
見人が入所を申請した児童あるいは家庭法院，地
方法院少年部から保護委託された１９歳未満の人を
入所させ治療と善導を通して健全な社会人に育成
させることを目的とする施設」と，「イ．情緒的・
行動的障害のため困難を経験している児童または
虐待により親から一時隔離され治療をうける必要
がある児童を保護・治療する施設」の二つが定め
られている。

１２） 両国ともに１８歳以上の者が生活している施設も
あり，１８未満人口比で計算することはやや乱暴で
あるが，ここでは両国の大まかな値を確認するこ
とが目的であるため，すべて１８未満人口比で計算
することとする。

１３） ここで引用する法律の条文は，すべて２０１５年１２
月時点でのものである。

１４） 保健福祉家族委員会専門委員『政府提出青少年
基本法全部改正法律案に関する検討報告』２００９年
４月２７日。法案に関する検討報告書とは，国会に
法案が提出される前に国家の常任委員会で討論が
行われるが，その際に参考資料として該当法案と
関係する各政府部署が提出する意見や立場をまと
めたものである。児童・青少年法案は，国会の常
任委員会の一つである当時の保健福祉家族委員会
で提出されたためその委員会の専門委員による報
告書が提出された。

１５） ちなみに，「保護」という点でも，日本では青少
年保護育成条例が類似した役割を担っているもの
の，韓国の青少年保護法のような法律は存在して
いない。

１６） その他に，１９７０年代に勤労青少年たちの高い離
職率や孤立が問題となったことを背景にしてつく
られた勤労青少年福祉法を挙げることもできるか
もしれない。本法は，勤労青少年ホームの設置な
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どを定め，全国で若者支援を行う場になっていた
が，近年は一部ユニークな活動を行う団体もある
ものの，基本的には大きく衰退傾向にある。本法
は，厚生労働省が２０１５年３月１７日，第１８９回通常
国会に「勤労青少年福祉法等の一部を改正する法
律案」を提出し，閣議決定したことにより，「青少
年の雇用の促進等に関する法律」に改められた
（厚生労働省ホームページ：http://www.mhlw.
 go.jp/stf/houdou/0000075763.html）。この大きな
改正もあり，韓国の青少年政策と比較できるよう
な生活を保障するもの，というよりは就労支援に
大きく比重を置いたものとなっているため，ここ
で詳しく取り上げることはしない。

１７） 内閣府「子ども・若者育成支援施策の総合的推
進」（http://www8.cao.go.jp/youth/suisin/pdf/
 law_s2.pdf）を参照。
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Abstract : This paper argues for further development of the support system for children and youths, 
comparing South Korea and Japan. Today, it seems that difficulties of living experienced by children and 

youths are going to be a serious problem in Japan. South Korea, like Japan, has serious poverty among 

children and youths, and both countries have many problems in common concerning difficulties of living 

affecting children and youths. In this paper, we focus on runaway youth, comparing differences and 

similarities in the background to their difficulties of living, and the present youth support system, between 

Korea and Japan. First, we examine the background of runaway youth in both countries from three points of 

view; family, employment and education. Both countries are similar in family configuration and high youth 

unemployment rate, with rigorous competition in education. However, it seems that conditions facing 

Korean youths are more severe. Second, we mention the “Youth Welfare Support Act” (2005~) introduced in 

Korea, and services stipulated in the law. The “Youth Welfare Support Act” deals with persons from 9 to 24 

years of age and provides specific approaches such as runaway youth shelters and “Youth Counseling 

Welfare Centers.” Although Japan has an “Act on Promotion of Development and Support for Children and 

Young People” (2010~) which is intended to help children and youths, this law does not stipulate specific 

services. From these comparisons, we propose that there are serious reasons to learn from South Korea 

about its support system for children and youths and from various arguments about it. We believe that 

several efforts made by South Korea provide good suggestions on how to reconsider the content of support 

policies concerning children and youth, and practice and related arguments in Japan.

Keywords : children and youths，runaway from home，difficulties of living，poverty，studies of Korea and 
Japan，youth welfare
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